


 2

（２）「競争参加資格確認申請書」の提出期限の日から落札決定の日までの間において満たすことが必要な条件 

施工実績に関する 

事項 

 平成２７年度以降、元請（単独又は共同企業体の代表構成員）として、国内において令和６年度末まで

に引き渡しを終えた機械器具設置工事（昇降機）の施工実績を有すること。（共同企業体の構成員とし

ての実績は出資比率が２０％以上のものに限る。）建築一式工事での受注における施工実績は認めない。 

 配置予定技術者に 
関する事項 

以下の条件をすべて満たす技術者を本工事の現場に配置できること。 

施工経験  平成２７年度以降、施工実績に掲げる条件を満たす工事を主任（監理）技術者として従事

した実績を有する者。なお、実績については、原則として全工程に従事していたこととする。 

そ の 他  当該入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係（競争参加資格確認申請書の提出期限の日

以前から連続して３か月以上）にある者 

 

３ 入札等担当課 

区 分 担 当 部 局 電話番号等 住   所 

入札担当 山都町役場 

総務課 監理係 

TEL 0967-72-1111 

FAX 0967-72-1080 

〒８６１－３５９２ 

熊本県上益城郡山都町浜町６番地 

契約担当 

 

山都町教育委員会 

学校教育課 

TEL 0967-72-0443 

FAX 0967-72-1081 

〒８６１－３５９２ 

熊本県上益城郡山都町浜町６番地 

技術担当 

監督担当 

山都町役場  

建設課 公共施設整備係 

TEL 0967-72-1145 

FAX 0967-72-1080 

〒８６１－３５９２ 

熊本県上益城郡山都町浜町６番地 

 

４ 入札日程 

入札手続等 期間・期日等 場所・留意事項等 

設計図書の閲覧 

及び配付 

公告日から 

 令和７年１０月２２日(水)まで 

 熊本県電子入札システム内の「入札情報公開サービス」に掲載 

質問書の提出  令和７年９月２２日(月)から  

 令和７年１０月１４日(火)まで 

 ３の入札担当（総務課 監理係）へ提出すること（E-mailアドレ

スは所定の質問書様式に記載） 

質問に対する回答 

の閲覧 

 質問書を受理した日の翌日から 

起算して５日（休日等は含まない）

以内の日から 

 令和７年１０月２２日(水)まで 

熊本県電子入札システム内の「入札情報公開サービス」に掲載 

入札期間  令和７年９月２２日(月) 

 午前９時から 

 令和７年１０月２２日(水) 

 午後５時まで 

 電子入札システムによる 

 紙入札についても同様の期間 

紙入札移行承認願の

提出※紙による入札を

希望する場合のみ 

 令和７年９月２２日(月)から 

 令和７年１０月１４日(火)まで 

３ の入札担当（総務課 監理係）へ提出すること（メール又は

郵送） 

開札  令和７年１０月２３日(木) 

 午前９時から 

 総務課 監理係（電子入札システム） 

 ※落札候補者決定。候補者については速やかに書類審査を行う 

競争参加資格確認申

請書等の提出 

 令和７年１０月２３日(木) 

 午前１０時から 

 令和７年１０月２４日(金) 

 午後５時まで 

 電子入札システムにより提出 

※電子入札システムによる提出が困難な場合は、３の入札担当

（総務課 監理係）へ提出すること（メール又は郵送） 

落札者決定通知  令和７年１０月２８日(火) 

 （予定） 

電子入札システムにより通知する 
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競争参加資格がない

と認めた理由の説明

要求 

 競争参加資格確認通知日の翌日か 

ら起算して５日(休日等含まない) 

以内。令和７年１１月４日(火)ま

で（予定） 

３の入札担当課 

持参によること 

上記要求に対する回

答 

 上記要求期間の最終日の翌日から 

 起算して７日以内。令和７年１１

月１１日(火)まで（予定） 

 書面による回答 

 

５ 提出書類 

競争参加資格確認申請書等として次に掲げる書類を提出すること。 

ア 共通事項書第４の１の（１）  

※別記様式１の（１）【単体企業用】を使用すること。別記様式１の（２）及び別記様式１の（３）は不要。 

イ 共通事項書第４の１の（２）  

ウ 共通事項書第４の１の（３）  

エ 共通事項書第４の１の（４） ※別記様式２を使用すること。 

オ 共通事項書第４の１の（５） ※別記様式３を使用すること。 

 カ 共通事項書第４の１の（７） ※別記様式５を使用すること。 

キ 共通事項書第４の１の（８） ※別記様式６を使用すること。 

 

６ その他 

その他の事項については、共通事項書に示すとおりとする。 


